様式第１号
	予定価格及び低入札調査基準価格作成調書

工 事 名

（単位:円）

	項              目
	金    額
	備    考

	予定価格
	設　計　額
	工　　事　　価　　格
	
	①

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	②=①×0.10

	
	
	計　（請 負 工 事 費）
	
	③=①＋②

	
	
	[ 入 札 書 比 較 価 格 ]
	
	④

	
	予 定 価 格
	消費税及び地方消費税額
	
	⑤=④×0.10

	
	
	計　[ 予 定 価 格 ]
	
	⑥=④＋⑤

	低入札
調査基準価格
（注１）
	[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑦=⑥×0.92
(千円未満切捨て)

	
	[入札書比較低入札調査基準価格]
	
	⑧=⑦×100/110
（円未満切り上げ）


（注１）

・　入札時の低入札調査基準価格は、入札書比較低入札調査基準価格（上記⑧）の金額とする。

（注２）

　・　平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「0.10」を「0.08」に、「110」を「108」に読み替えること。

	予　　定　　価　　格　　調　　書

	工　　事　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　

工事価格　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号



	工　事　場　所
	　　　　　　市　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　町　　大字　　　　　　地内

　　　　　　郡　　　　　　



	入札書比較価格
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



	予　定　価　格
	入札書比較価格に100分の110を乗じた額



	備　　　　　　　考

	佐賀県財務規則第１０６条第１項及び第２項の規定に基づき次の低入札調査基準価格を設ける。

佐賀県建設工事低入札価格調査制度事務処理要領に基づく低入札調査基準価格を設ける。


注　平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「110」を「108」に読み替えること。
「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」及び

「予定価格調書」記入要領
　「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」の記入に当たっては、　　　設計額の項目（①～③）については、事務担当者等が記入することとする。

予定価格の項目（④～⑥）及び低入札調査基準価格の項目（⑦～⑧）　　　　については、収支等命令者（規則第３条の２第１項の規定により事務の再委任を行った場合は、事務の再委任を受けた収支等命令者。以下同じ。）が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入するものとする。

　また、「予定価格調書」は、収支等命令者が「工事価格」に基づき　　　　　　入札書比較価格のみを記入する。

様式第２号
	低入札価格調査失格基準価格作成調書（注１）
工 事 名

（単位:円）

	項              目
	金    額
	備    考

	予定価格
	設　計　額
	
	工　　事　　価　　格
	
	①

	
	
	
	諸経費
	直　接　工　事　費
	
	②費用毎の失格基準

項目での設計金額

（注７）

	
	
	
	
	共　通　仮　設　費
	
	

	
	
	
	
	現　場　管　理　費
	
	

	
	
	
	
	一　般　管　理　費
	
	

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	③=①×0.10

	
	
	計   （請 負 工 事 費）
	
	④=①＋③

	
	予 定 価 格
	[ 入 札 書 比 較 価 格 ]
	
	⑤

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	⑥=⑤×0.10

	
	
	計   [ 予 定 価 格 ]
	
	⑦=⑤＋⑥

	低入札調査基準
価格（注３）
	[入札書比較低入札調査基準価格]
	
	⑧
	（注5）

	
	[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑨
	

	失

格

基

準

価

格

）
注

４

・

５

（
	
	[入札書比較失格基準価格]

（注２）
	
	⑩(千円未満切捨て)
	（注5）

	
	失格基準価格
	消費税及び地方消費税額
	
	⑪=⑩×0.10

	
	（2/3≦率⑬≦
0.92の場合）
	計　[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑫=⑩＋⑪

	
	
	対 予 定 価 格 比 率
	
	⑬=⑫÷⑦

	
	上記以外
	※  ２/３≦率⑬≦0.92以外の場合は次の失格基準価格を記載する。

	
	
	対予定価格比率⑬が0.92を超える場合

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑭=⑦×0.92
(千円未満切捨て)

	
	（2/3≦率⑬≦
0.92以外）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑮=⑭×100/110
(円未満切上げ)
	（注5）

	
	
	対予定価格比率⑬が２/３に満たない場合

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑯=⑦×２/３

(千円未満切捨て)

	
	
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑰=⑯×100/110
(円未満切上げ)
	（注5）

	
	入札価格

による

失格基準価格
	※　入札価格が低い者から３者（３者に満たない場合は当該数）の入札価格の平均価格により積算する失格基準価格を記載する。

	
	
	[入札価格平均価格]

３者（満たない場合は当該数）
	
	⑱(千円未満切捨て)

	
	（開札後記載）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑲=⑱×0.95

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑳=⑲×110/100

	
	今回採用する

失格基準価格

（開札後記載）

（注６）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	21（「（注５）欄○記載の⑩⑮⑰⑧のいずれか」と「⑲」の高い額

（その額が⑧より高い場合は⑧の額））

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	22（ 21 により、⑫⑭⑯⑳⑨のいずれか）


（注１）当様式は、低入札価格調査制度対象工事のうち、特定調達契約工事に係る建設工事及び施工体制確認型総合評価落札方式対象工事以外の建設工事において作成する。

（注２）土木工事の場合は、［入札書比較失格基準価格］＝直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費×3/4とする。

特別な工種の場合は、佐賀県建設工事低入札価格調査制度事務処理要領７(2)①による。

（注３）低入札調査基準価格は、様式第１号「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」における入札書比較低入札調査基準価格及び低入札調査基準価格を記載する。

（注４）起工段階での入札時の失格基準価格は、入札書比較失格基準価格（上記⑩（ただし、⑬の率が2/3未満の場合は⑰、⑬の率が0.92超の場合は⑮））の金額とする。ただし、その額が⑧より高い場合は⑧とする。
（注５）起工段階で設定する入札書比較失格基準価格欄（４つの内１つ該当）に○印を記入する。

（注６）最終的な入札時の失格基準価格は、入札書比較失格基準価格（上記㉑）の金額とする。

（注７）②欄の諸経費の合計が工事価格と一致しない場合は、一般管理費で調整する。
（注８）平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「0.10」を「0.08」に、「110」を「108」に読み替えること。
「低入札価格調査失格基準価格作成調書」記入要領

　「低入札価格調査失格基準価格作成調書」の記入に当たっては、設計額の項目（①～④）及び失格基準価格の項目（⑩～⑫）については、事務担当者等が記入することとする。

　なお、諸経費の各項目（②）については、数値的判断による失格基準　　　<諸経費率の失格基準>の適用区分（別紙２）を参照のうえ、作成するものとする。

　予定価格の項目（⑤～⑦）及び失格基準価格の項目（⑬～⑰）並びに起工段階での失格基準価格の設定の確認（注５の○印）については、収支等命令者（規則第３条の２第１項の規定により事務の再委任を行った場合は、事務の再委任を受けた収支等命令者。以下同じ。）が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入するものとする。

低入札調査基準価格の項目（⑧・⑨）については、別に作成する様式第１号「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」において、収支等命令者が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入する（注３）欄に○が記載されている入札書比較低入札調査基準価格及び低入札調査基準価格を、事務担当者等が転記する。

　失格基準価格の項目（⑱～⑳）については、開札後に事務担当者等が入札価格が低い者から３者（３者に満たない場合は当該数）の入札価格の平均価格を計算のうえ、記入するものとする。

　今回採用する失格基準価格（21・22）は、①～⑳記載後に、21・22の備考欄記載の内容により、事務担当者等が記入するものとする。

　なお、必ず複数の者でチェックを行うものとする。






















